
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建物 3¶420¶747¶180 1¶219¶338 32¶185¶203 3¶389¶781¶315 962¶548¶342 139¶061¶215 0 0 2¶427¶232¶973

構築物 159¶682¶473 0 61¶950¶000 97¶732¶473 50¶042¶816 8¶148¶184 0 0 47¶689¶657

機械装置 9¶901¶464¶382 2¶074¶240¶661 2¶779¶059¶562 9¶196¶645¶481 5¶522¶467¶095 1¶394¶117¶378 0 0 3¶674¶178¶386

車両運搬具 17¶081¶171 0 15¶333¶114 1¶748¶057 1¶573¶250 1¶715¶069 0 0 174¶807

工具器具備品 37¶212¶136¶086 5¶410¶509¶245 8¶267¶818¶475 34¶354¶826¶856 21¶158¶560¶134 5¶540¶253¶596 0 0 13¶196¶266¶722

計 50¶711¶111¶292 7¶485¶969¶244 11¶156¶346¶354 47¶040¶734¶182 27¶695¶191¶637 7¶083¶295¶442 0 0 19¶345¶542¶545

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建物 33¶313¶686¶774 0 53¶343¶816 33¶260¶342¶958 7¶244¶188¶915 1¶083¶471¶515 3¶123¶609 3¶123¶609 26¶013¶030¶434

構築物 728¶795¶879 0 0 728¶795¶879 299¶162¶230 44¶818¶681 0 0 429¶633¶649

機械装置 5¶820¶207¶246 0 1¶611¶556¶078 4¶208¶651¶168 4¶111¶893¶136 54¶240¶195 0 0 96¶758¶032

車両運搬具 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工具器具備品 2¶209¶271¶395 0 550¶140¶548 1¶659¶130¶847 1¶589¶027¶214 41¶107¶650 0 0 70¶103¶633

計 42¶071¶961¶294 0 2¶215¶040¶442 39¶856¶920¶852 13¶244¶271¶495 1¶223¶638¶041 3¶123¶609 3¶123¶609 26¶609¶525¶748

非 償 却 資 産 工具器具備品（絵画） 8¶532¶017 0 0 8¶532¶017 ` ` 0 0 8¶532¶017

土地 14¶403¶700¶000 0 0 14¶403¶700¶000 ` ` 12¶579¶954 3¶100¶000 14¶391¶120¶046

建設仮勘定 0 1¶890¶000 0 1¶890¶000 ` ` 0 0 1¶890¶000

計 14¶412¶232¶017 1¶890¶000 0 14¶414¶122¶017 ` ` 12¶579¶954 3¶100¶000 14¶401¶542¶063

有形固定資産合計 建物 36¶734¶433¶954 1¶219¶338 85¶529¶019 36¶650¶124¶273 8¶206¶737¶257 1¶222¶532¶730 3¶123¶609 3¶123¶609 28¶440¶263¶407

構築物 888¶478¶352 0 61¶950¶000 826¶528¶352 349¶205¶046 52¶966¶865 0 0 477¶323¶306
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}投資有価証券
投資有価証券の時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっている。

~開発委託金回収債権
開発委託金回収債権については無利息であることから、債権区分毎に時価を算出している。
一般債権については、リスク・フリーに近い市場利子率である国債流通利回りを基礎とする
割引率により、当該債権の割引現在価値を算出し、貸倒実績率に基づく貸倒引当金を控除す
ることで時価を算出している。
また、貸倒懸念債権並びに破産更生債権等については担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の
貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としている。
�未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。

（注２）長期性預金（貸借対照表計上額3¶043¶046¶643円）は、預金のため市場価格がなく、か
つ変動金利のため将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握すること
が極めて困難と認められるため、上表には含めていない。

８．固有の表示科目について
開発委託金
独立行政法人科学技術振興機構法第18条第１項第２号に規定する新技術の企業化開発のため
企業等に委託し、支出した金額
開発委託金回収債権
新技術の企業化開発が成功した場合の開発委託金の確定金額

９．行政サービス実施コスト計算書関係
行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出向職員に係る
ものの額は2¶911¶500円である。
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